
証券コード 7280

平 成 28 年 ６ 月 ８ 日
株 主 各 位

群馬県桐生市広沢町一丁目2681番地

株 式 会 社 ミ ツ バ
代表取締役会長 日 野 昇

　

第71回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第71回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等により議決権

を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討

くださいまして、平成28年６月23日（木曜日）午後５時までに議決権をご行使く

ださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

１. 日 時 平成28年６月24日（金曜日）午前10時

２. 場 所 群馬県桐生市広沢町一丁目2789番地１

株式会社ミツバ ミツバビル７階ホール

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第71期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第71期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 定款一部変更の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役５名選任の件

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額決定の件

第６号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件
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４. 議決権のご行使についてのご案内

(1) 書面による議決権行使の場合

同封の議決権行使書に賛否をご表示いただき、平成28年６月23日（木曜日）午後５時

までに到着するようご返送ください。
(2) インターネット等による議決権行使の場合

インターネット等により議決権をご行使される場合には、次頁の【インターネット等

による議決権行使のお手続きについて】をご高覧のうえ、平成28年６月23日（木曜日）

午後５時までにご行使ください。
(3) 議決権の重複行使の取り扱い

①書面とインターネット等により、二重に議決権をご行使された場合は、インターネッ

ト等によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
②インターネット等によって、複数回、または、パソコンと携帯電話等で重複して議決

権をご行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせ

ていただきます。
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 開会間際には会場受付が混雑いたしますので、お早めのご来場をお願い申しあげます。

なお、受付開始時刻は午前８時30分を予定しております。
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

また、資源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い申しあげます。
◎ 本招集ご通知に際して株主の皆様に提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表および計

算書類の個別注記表に表示すべき事項に係る情報につきましては、法令および当社定款第13条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.mitsuba.co.jp）
に掲載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。

◎ 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.mitsuba.co.jp）に掲載させていただ
きます。
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【インターネット等による議決権行使のお手続きについて】
　
　インターネット等により議決権をご行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使してい

ただきますようお願い申しあげます。

　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続

きはいずれも不要です。

記

１．議決権行使サイトについて

(1)インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話（ｉモー

ド、EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行使サイト（アドレス

http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただ

し、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

※「ｉモード」は㈱NTTドコモ、「EZweb」はKDDI㈱、「Yahoo!」は米国Yahoo! Inc.の商標ま

たは登録商標です。

(2)パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウ

ォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサー

バーをご利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット

利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

(3)携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービスを

ご利用ください。また、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通信および携帯電話情報の送

信が不可能な機種には対応しておりません。

(4)インターネットによる議決権行使は、平成28年６月23日（木曜日）の午後５時まで受け付

けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデス

クへお問い合わせください。
　

２．インターネットによる議決権行使方法について

(1)議決権行使サイト（アドレス http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記

載された「ログインID」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って

賛否をご入力ください。

(2)株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防

止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願

いすることになりますのでご了承ください。

(3)株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」をご通知いたしま

す。
　

３．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株

主様のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット通信料・その他携帯

電話等利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

以 上
　

システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行㈱ 証券代行部（ヘルプデスク）

電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料）
　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
機関投資家の皆様へ
◎ 当社株主総会における議決権行使の方法として、㈱ICJが運営する「機関投資家向け議決権電子

行使プラットフォーム」をご利用いただけます。
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（提供書面）
事 業 報 告

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

１．企業集団の現況

　(1) 当事業年度の事業の状況

　 ① 事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀の金融政

策の効果等を背景に、企業収益や雇用および所得の改善がみられ、景気は緩や

かな回復基調で推移しました。しかし、年度後半は、中国景気の減速および新

興国経済の減速への警戒感、さらには円高の進行により、景気減速が懸念され

る状況となりました。

世界経済は、米国と欧州を中心とした先進国の堅調な需要に支えられ、景気

回復基調が続きました。一方、新興国経済は成長を続けるインドに対し、中国

の経済成長率の低下やブラジルのインフレ率の高止まりが続く等、わが社を取

り巻く環境は、依然として先行きが不透明な状況で推移しました。

このような状況のなか、2015年度の国内四輪車販売は4,938千台（前年度比

6.8％減）と２年連続での前年割れとなりました。特に2015年４月の軽自動車税

増税による軽自動車の販売不振が影響しました。

グローバルに目を向けると、米国は引き続き好調に推移し、暦年で17,470千

台（前年比5.7％増）と、これまで過去最高であった2000年の17,410千台を超え

ました。また、欧州についても消費者心理の回復、低金利、政府の支援策等に

より、堅調に推移し、暦年で14,202千台（前年比9.2％増）と前年を上回りまし

た。中国は暦年で24,598千台（前年比4.7％増）と伸び率の鈍化傾向は続いてい

るものの、国別の販売台数において７年連続の世界一となりました。

二輪車の国内販売・出荷台数は、利用者の高齢化や若年人口の減少という構

造的な要因等により、市場の半数を占める原付一種の需要が低調に推移したこ

とで、全体で365千台(前年度比6.6％減)となりました。一方、グローバルでは

新興国を中心に市場拡大が続いています。

このような環境のなか、当社グループの連結売上高は3,332億32百万円（前期

比8.9％増）、連結営業利益は228億89百万円（前期比3.6％増）、連結経常利益は

為替差損の発生等により196億19百万円（前期比22.2％減）となりました。親会

社株主に帰属する当期純利益は、為替差損に加え、法人税および法人税等調整

額の増加により85億18百万円（前期比25.5％減）となりました。

事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。

輸送用機器関連事業は、北米および中国の自動車生産が増加したことにより、
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売上高は3,203億34百万円（前期比8.9％増）となりました。収益面では、増収

効果と合理化改善効果もあり、営業利益は220億87百万円（前期比4.0％増）と

なりました。

情報サービス事業は、公共分野や民間分野の受注拡大と収益構造の改善に取

り組み、売上高は130億46百万円（前期比14.1％増）、営業利益は６億43百万円

（前期比14.8％増）となりました。

その他事業は、売上高23億22百万円（前期比13.5％減）、営業利益は１億44百

万円（前期比46.9％減）となりました。

　 ② 設備投資の状況

　当連結会計年度は、新製品の量産対応や既存製品の増産対応を中心とした投

資を行った結果、189億87百万円の設備投資を実施いたしました。

　 ③ 資金調達の状況

　当連結会計年度は、新規資金調達として50億円の借入を実施し、有利子負債

残高は、1,372億85百万円となりました。主な資金使途は新規設備投資資金とな

ります。

　 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　 該当事項はありません。

　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　 該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

　 該当事項はありません。

　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　 特記すべき事項はありません。

― 5 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 18時27分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



　(2) 企業集団ならびに当社の営業成績および財産の状況の推移

　 ① 企業集団の営業成績および財産の状況の推移

区 分
第 68 期

(平成25年３月期)
第 69 期

(平成26年３月期)
第 70 期

(平成27年３月期)

第 71 期
(当連結会計年度)
(平成28年３月期)

売 上 高(百万円) 225,605 272,543 306,030 333,232

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 6,473 7,028 11,434 8,518

１株当たり当期純利益　(円) 144.51 156.99 255.47 190.31

総 資 産(百万円) 207,534 258,186 315,910 314,859

純 資 産(百万円) 52,576 68,011 93,456 90,307

１株当たり純資産額　(円) 989.26 1,265.79 1,772.70 1,698.32

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。また、期中平均株式
数については、自己株式数を控除して算出しております。

２．１株当たり当期純利益は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２
号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第４号）を適用して算出しております。

　 ② 当社の営業成績および財産の状況の推移

区 分
第 68 期

(平成25年３月期)
第 69 期

(平成26年３月期)
第 70 期

(平成27年３月期)

第 71 期
(当事業年度)

(平成28年３月期)

売 上 高(百万円) 129,307 140,946 149,058 146,902

当 期 純 利 益(百万円) 1,552 1,156 5,115 2,563

１株当たり当期純利益　(円) 34.65 25.83 114.30 57.28

総 資 産(百万円) 159,923 183,745 213,582 212,625

純 資 産(百万円) 37,428 35,783 42,033 41,914

１株当たり純資産額　(円) 835.67 799.44 939.10 936.45

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。また、期中平均株式
数については、自己株式数を控除して算出しております。

２．１株当たり当期純利益は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２
号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第４号）を適用して算出しております。
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　(3) 重要な子会社の状況

　 ① 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

㈱両毛システムズ 1,966百万円 51.3％
情報処理サービス、シス
テム機器の開発・販売

㈱タツミ 715百万円 53.1％ 自動車部品の製造・販売

東日本ダイカスト工業㈱ 70百万円 100.0％
アルミダイカスト部品の
鋳造、切削加工

㈱モミモ 90百万円 100.0％
プラスチック部品・自動
車部品の製造

㈱東葉電機製作所 70百万円 100.0％ 自動車部品の製造

㈱サンユー 100百万円 99.9％ 自動車部品の製造

㈱大嶋電機製作所 380百万円 84.2％ 自動車部品の製造

㈱落合製作所 12百万円 100.0％ 自動車部品の製造

㈱ミツバロジスティクス 70百万円 100.0％ 運輸・倉庫業

㈱ミツバサンコーワ 300百万円 100.0％
自動車部品・用品の開
発・販売

㈱オフィス・アドバン 50百万円 100.0％
経理・人事事務受託代行
業務、貸金業

㈱両毛ビジネスサポート 30百万円 100.0％
ＩＴ教育、ヘルプデス
ク、ビジネスプロセスア
ウトソーシング

㈱両毛インターネットデー
タセンター

90百万円 100.0％

インターネットデータ
センターサービス、業務
代行サービス、インター
ネットサービス

アメリカン・ミツバ・コー
ポレーション

81百万USドル 100.0％
自動車部品の製造・販
売、マーケティング

コルポラシオン・ミツバ・
デ・メヒコ・エス・エー・
デ・シー・ブイ

1,037百万メキシコペソ 100.0％ 自動車部品の製造・販売
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

ミツバ・ド・ブラジル・リ
ミターダ

31百万ブラジルレアル 100.0％ 二輪車部品の製造・販売

ミツバ・イタリア・エス・
ピー・エー

1百万ユーロ 85.0％ 二輪車部品の製造・販売

ミツバ・オートモーティ
ブ・システムズ・オブ・ヨ
ーロッパ・ケー・エフ・テ
ィー

8百万ユーロ 100.0％ 自動車部品の製造・販売

ミツバ・マニュファクチュ
アリング・フランス・エ
ス・エー

5百万ユーロ 100.0％ 自動車部品の製造・販売

ミツバ・ヨーロッパ・リミ
テッド

5百万イギリスポンド 100.0％ マーケティング

ミツバ・フィリピンズ・コ
ーポレーション

6百万USドル 100.0％ 自動車部品の製造・販売

ミツバ・シカル・インディ
ア・プライベート・リミテ
ッド

4,770百万インドルピー 99.9％
二輪車部品・自動車部品
の製造・販売

ミツバ・エムテック・ベト
ナム・カンパニーリミテッ
ド

287,229百万ベトナムドン 95.8％
二輪車部品・自動車部品
の製造・販売

ピーティー・ミツバ・イン
ドネシア

59,144百万インドネシアルピア 70.0％
二輪車部品・自動車部品
の製造・販売

ピーティー・ミツバ・オー
トモーティブ・パーツ・イ
ンドネシア

10百万USドル 67.5％
二輪車部品・自動車部品
の製造・販売

広州三葉電機有限公司 265百万人民元 66.6％ 自動車部品の製造・販売

広州三葉電機（武漢）有限
公司

30百万人民元 100.0％ 自動車部品の製造・販売

三葉電器（大連）有限公司 336百万人民元 100.0％ 自動車部品の製造・販売

三葉士林電機（武漢）有限
公司

53百万人民元 55.0％ 自動車部品の製造・販売

三葉電機（香港）有限公司 3百万USドル 100.0％
自動車部品等の輸出入販
売、マーケティング

(注) １．当社の議決権比率には当社の子会社が保有する議決権を含んでおります。
２．特定完全子会社に該当する子会社はありません。
３．平成27年９月１日付でミツバ・シカル・インディア・リミテッドは、ミツバ・シカル・イ

ンディア・プライベート・リミテッドに商号変更いたしました。
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　(4) 対処すべき課題

　今後の世界経済は、緩やかな回復基調にあるものの、資源価格の下落や地政学

的リスクの高まりにより、依然として不透明な状況にあります。当社を取り巻く

環境は、価格競争の激化や新興国市場の減速等により、厳しい状況が続くものと

認識しております。

　このような経営環境のなか、当社は「ミツバビジョン２０２４」という長期ビ

ジョンのもと、付加価値向上と持続可能な利益体質の実現を目指し、多様化する

お客様のニーズに応える提案型の営業活動と魅力ある商品の先行開発によりビジ

ネスを拡大いたします。

　その実現のために、グローバルの開発体制では、現地最適の商品開発と生産性

向上、そして自動車の進化に対応する先行技術開発を強化し、品質保証体制では、

商品の不具合発生の未然防止と品質向上に注力してまいります。

　また、引き続き拡大が見込まれるメキシコやインド、東南アジアを中心に投資

を行い、コスト競争力の強化と安定供給を実現する最適な生産供給体制の構築を

行います。

　

　今後とも「世界の人々に喜びと安心を提供する」という当社理念のもと、コー

ポレート・ガバナンスの強化により、社会の期待に応え、信頼される企業となる

よう努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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　(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

　 当社グループの事業内容および主要な商品は次のとおりであります。

事 業 内 容 区 分 主 要 な 商 品

輸 送 用 機 器 関 連 事 業

第 一 事 業
（視界系）
ワイパーシステム、ウインドウォッシャーシステム、
ランプ類、ドアミラー

第 二 事 業

（利便快適系）
パワーウインドウモーター、パワーシートモーター、
サンルーフモーター、パワースライドドアシステム、
アクティブフォースペダルアクチュエーター、ホーン、
リレー

第 三 事 業

（エンジン補機・走行制御系）
スターターモーター、ファンモーター、
電動パワーステアリングモーター、電動オイルポンプ、
電動サーボブレーキモーター、
電子制御スロットルモーター

第 四 事 業

（二輪・汎用電装）
スターターモーター、ACジェネレーター、
ACGスターター、フューエルポンプモジュール、
ホーン、リレー、ランプ類

第 五 事 業
（応用機器）
小型電動車両用各種駆動モーター、
電動ベッド用リニアアクチュエーター

情 報 サ ー ビ ス 事 業 ―
システムインテグレーションサービス、システム開発、
ソフトウエア開発、受託代行業務

そ の 他 事 業 ― 自動車部品・用品の開発・販売、受託代行事業、貸金業
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　(6) 主要な営業所および工場（平成28年３月31日現在）

　 ① 当社

名 称 所 在 地

本社／研究開発センター 群馬県桐生市広沢町一丁目2681番地

横浜研究開発センター 神奈川県横浜市戸塚区東俣野町1760番地

浜松営業所 静岡県浜松市中区東伊場二丁目６番７号

名古屋営業所 愛知県名古屋市中区栄二丁目13番１号

大阪営業所 大阪府豊中市蛍池西町二丁目14番地１号

赤城工場 群馬県みどり市大間々町大間々1106番地

新里工場 群馬県桐生市新里町野598番地

鬼石工場 群馬県藤岡市浄法寺1351番地

利根工場 群馬県沼田市白沢町尾合300番地

富岡工場 群馬県富岡市富岡1259番地１

福島工場 福島県田村市船引町北鹿又字沼ノ下100番地

新潟工場 新潟県南魚沼市山崎新田950番地

　 ② 子会社

会 社 名 本 店 所 在 地

㈱両毛システムズ 群馬県桐生市広沢町三丁目4025番地

㈱タツミ 栃木県足利市南大町443番地

東日本ダイカスト工業㈱ 群馬県高崎市箕郷町生原1914番地２

㈱モミモ 群馬県桐生市相生町三丁目136番地１

㈱東葉電機製作所 群馬県みどり市東町神戸545番地１

㈱サンユー 群馬県桐生市相生町五丁目204番地11

㈱大嶋電機製作所 群馬県太田市西新町135番地10

㈱落合製作所 群馬県富岡市宇田250番地11

㈱ミツバロジスティクス 群馬県桐生市広沢町一丁目2681番地

㈱ミツバサンコーワ 群馬県桐生市広沢町一丁目2789番地

㈱オフィス・アドバン 群馬県桐生市広沢町一丁目2789番地

㈱両毛ビジネスサポート 群馬県桐生市広沢町一丁目2802番地1

㈱両毛インターネットデータセンター 群馬県桐生市広沢町三丁目4025番地
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会 社 名 本 店 所 在 地

アメリカン・ミツバ・コーポレーション アメリカ イリノイ州

コルポラシオン・ミツバ・デ・メヒコ・エス・エ
ー・デ・シー・ブイ

メキシコ ヌエボレオン州

ミツバ・ド・ブラジル・リミターダ ブラジル アマゾナス州

ミツバ・イタリア・エス・ピー・エー イタリア トスカーナ州

ミツバ・オートモーティブ・システムズ・オブ・
ヨーロッパ・ケー・エフ・ティー

ハンガリー シャルゴタルヤン市

ミツバ・マニュファクチュアリング・フランス・
エス・エー

フランス ヴァンデ県

ミツバ・ヨーロッパ・リミテッド イギリス ウィルトシャー州

ミツバ・フィリピンズ・コーポレーション フィリピン カビテ州

ミツバ・シカル・インディア・プライベート・リ
ミテッド

インド タミルナドゥ州

ミツバ・エムテック・ベトナム・カンパニーリミ
テッド

ベトナム ドンナイ省

ピーティー・ミツバ・インドネシア インドネシア バンテン州

ピーティー・ミツバ・オートモーティブ・パー
ツ・インドネシア

インドネシア 西ジャワ州

広州三葉電機有限公司 中国 広東省

広州三葉電機（武漢）有限公司 中国 湖北省

三葉電器（大連）有限公司 中国 遼寧省

三葉士林電機（武漢）有限公司 中国 湖北省

三葉電機（香港）有限公司 中国 香港特別行政区

(注) 平成27年９月１日付でミツバ・シカル・インディア・リミテッドは、ミツバ・シカル・インデ
ィア・プライベート・リミテッドに商号変更いたしました。
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　(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

21,720名 879名（増）

(注) 使用人数には、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含むほか、準社員・パート・契約社員を含んでおります。

　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

男 性 3,059名 18名（減） 41.63歳 18.04年

女 性 910名 5名（増） 37.45歳 15.64年

合計または平均 3,969名 13名（減） 40.60歳 17.42年

(注) 使用人数には、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、準社
員・パート・契約社員を含んでおります。

　(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

㈱ 横 浜 銀 行 45,639百万円

㈱ み ず ほ 銀 行 16,328百万円

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 13,972百万円

㈱ 三 井 住 友 銀 行 11,400百万円

㈱ 群 馬 銀 行 9,946百万円

㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 9,017百万円

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 ㈱ 8,823百万円

㈱ 足 利 銀 行 8,552百万円

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 18時27分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



２．会社の現況

　(1) 株式の現況（平成28年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 150,000,000株

② 発行済株式の総数 45,581,809株

③ 株主数 5,255名

　 ④ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 2,629千株 5.87％

㈱ 横 浜 銀 行 2,199千株 4.91％

日産自動車㈱退職給付信託口座 信託受託者 みずほ信託銀行㈱
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行㈱

1,742千株 3.89％

本 田 技 研 工 業 ㈱ 1,662千株 3.71％

ミ ツ バ 取 引 先 企 業 持 株 会 1,657千株 3.70％

㈲ サ ン フ ィ ー ル ド ・ イ ン ダ ス ト リ ー 1,550千株 3.46％

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 1,498千株 3.35％

セ コ ム 損 害 保 険 ㈱ 1,343千株 3.00％

第 一 生 命 保 険 ㈱ 1,296千株 2.90％

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 ㈱ 1,038千株 2.32％

(注) 持株比率は自己株式（823,068株）を控除して計算しております。

　(2) 新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。
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　(3) 会社役員の状況

　 ① 取締役および監査役の状況（平成28年３月31日現在）

氏 名 会社における地位 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

日 野 昇 代 表 取 締 役 会 長

長 瀬 裕 一
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員

経営企画管掌、情報システム管掌、営業管掌

高 橋 良 和
代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員

事業統括

三 田 賢 一
代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員

総務・人事統括、財務統括
㈱オフィス・アドバン代表取締役社長
㈱ミツバアビリティ代表取締役社長

阿久戸 庸 夫 取 締 役 相 談 役

高 原 勝 男 取 締 役

工 藤 光 和 取 締 役 ㈱横浜銀行 執行役員 リスク統括部長

小 林 幸 治 常 勤 監 査 役

三 橋 輝 英 常 勤 監 査 役

塚 越 紀 隆 監 査 役 桐生瓦斯㈱代表取締役社長

藤 原 晃 監 査 役 弁護士

(注) １．取締役工藤光和氏は、社外取締役であります。
２．監査役塚越紀隆氏および藤原 晃氏の両氏は、社外監査役であります。
３．監査役三橋輝英氏は、金融機関における長年の経験があり、財務および会計に関する相当

程度の知見を有しております。
４．当社は監査役藤原 晃氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。
５．監査役塚越紀隆氏は、平成28年５月６日をもって、逝去により退任いたしました。
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　 ② 当事業年度中に退任した取締役および監査役

氏 名 退 任 日 退任事由
退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

阿 部 登 平成27年６月19日 任期満了 取締役

原 光 宏 平成27年６月19日 任期満了
社外取締役
㈱横浜銀行 執行役員 営業本部副本部長
営業企画部長

平 井 良 幸 平成27年６月19日 任期満了 常勤監査役

　
　 ③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に規定しており、社外取

締役および各社外監査役との間で責任限定契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役または社外監査役が、

その職務を行うにつき善意で重大な過失がない場合、会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額としております。

　
　 ④ 取締役および監査役の報酬等の総額

　 当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

9名
(2名)

240百万円
(4百万円)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

5名
(2名)

39百万円
(8百万円)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

14名
(4名)

279百万円
(12百万円)

(注) １．当事業年度末日現在の取締役は７名（うち社外取締役１名）、監査役は４名（うち社外監査
役２名）であります。上記取締役報酬の支給人員と相違しておりますのは、平成27年６月
19日開催の第70回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名、監査役１名を含ん
でいるためであります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まれておりません。

　
　 ⑤ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等との兼任状況（他の法人等の業務執行者である場合）および当

社と当該他の法人等との関係

・取締役工藤光和氏は㈱横浜銀行の執行役員を兼務しており、同行は当社と

の間で金銭貸借等の取引関係があります。

・監査役塚越紀隆氏は桐生瓦斯㈱の代表取締役を兼務しており、同社は当社

との間で商品の取引関係があります。
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　 ロ．他の法人等の社外役員の兼任状況および当社と当該他の法人等との関係

　 該当事項はありません。

　 ハ．当事業年度における主な活動状況

　 ａ 取締役会および監査役会への出席状況

取締役会（12回開催） 監査役会（10回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取締役 工 藤 光 和 10回 100％ ―回 ―％

監査役 塚 越 紀 隆 10回 83.3％ 9回 90％

監査役 藤 原 晃 12回 100％ 10回 100％

(注) １．上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条および定款第24条の規定に基づき、取締
役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

２．取締役工藤光和氏については、就任後開催の取締役会10回の出席状況を記載しております。
　

　ｂ 取締役会における発言状況

・取締役工藤光和氏は、主に財務の見地から意見を述べる等、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言、提言を行っておりま

す。

・監査役塚越紀隆氏は、主にコンプライアンス経営・経営合理化の側面か

ら、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言、提言

を行っております。

・監査役藤原 晃氏は、弁護士としての専門的見地から、取締役の意思決

定の妥当性・適正性を確保するための助言、提言を行っております。

　

　ｃ 監査役会における発言状況

・監査役塚越紀隆氏および藤原 晃氏は、監査役会において適宜必要な発

言を行っております。
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　(4) 会計監査人の状況

　 ① 名称 新宿監査法人

　 ② 報酬等の額

支 払 額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 42百万円

②当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
　財産上の利益の合計額

99百万円

(注) １．会計監査人の報酬等について、当社監査役会は、会計監査人の監査方針および監査計画を
確認した結果、これまでの会計監査人の職務の遂行状況等から実効性のある監査が行われ
ると判断でき、会計監査人の報酬等は合理的な水準であると判断し、会社法第399条第１項
の同意を行っております。

２．当社の重要な子会社のうち海外子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査
法人の監査を受けております。

３．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る報酬等の額にはこれら合計額を記載しております。

　 ③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定めるいずれかの事由

に該当し、解任が相当と認められる場合には、監査役全員の同意により会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を

報告いたします。

また、会計監査人の適格性や職務遂行状況、監査の品質等を総合的に勘案し、

独立性を害する事由等の発生により、適正な監査の遂行が困難であると認めら

れる場合には、監査役会は会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容

を決定し、当該議案を株主総会に提案いたします。
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　(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の

とおりであります。

①当社取締役および使用人ならびに子会社の取締役等および使用人の職務の執行

が法令および定款に適合することを確保するための体制について

(1) 当社は、取締役会にて経営上の重要な事項に関する意思決定を法令・定款

および「ミツバ経営理念」に基づき行います。

(2) 当社は、代表取締役が議長を務める「グループ役員会」を設置し、当社企

業集団におけるCSR（企業の社会的責任）活動およびリスクマネジメント活

動を統括いたします。

(3) 当社は、「CSRコンプライアンス会議」を設置し、法令ならびに社会規範等

の遵守状況の確認および改善を行います。特に独占禁止法の分野では法令

遵守体制を強化するため、「独占禁止法 危機管理・再発防止委員会」を設

置し、再発防止に努めます。

(4) 当社は、当社グループが社会の期待に応え信頼される企業となるために、

当社グループで働くすべての人々のコンプライアンス意識を高めるべく、

当社グループの行動規範である「私たちが守るべき行動」の周知徹底を図

ります。

(5) 当社は、グループの業務執行状況について監査室が内部監査を実施し、必

要とされる改善指示を行います。

(6) 当社は、当社グループにかかる内部通報制度として、社内常設の窓口であ

る「ミツバなんでも相談窓口」を設置いたします。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制について

　当社は、取締役会議事録その他、経営意思決定に係る重要な情報は「文書管

理規定」等の社内規定に従って、適切に保存および管理を行います。

③当社および子会社の損失の危機に関する規程その他の体制について

(1) 当社は、リスク管理に係る社内規定を整備し、前述のグループ役員会にて

当社グループにおいて発生し得る損失危機に対応するための取り組みを進

めております。また、当社グループの損失危機に対する対応の周知と徹底

を図ります。

(2) 当社は、商品の生産から販売までのリスクを扱う組織として「生販会議」

を設置し、商品の品質保証、安定供給および防災の観点からリスクの洗い

出し、対策の指示または監査等、必要とされる対応施策を実行するととも
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に、グループとしてのBCP（事業継続計画）および適切な管理体制を整備い

たします。

④当社取締役および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制について

(1) 当社は、取締役会より業務執行を委任された執行役員制度を採用しており

ます。当社取締役会は、その委任した業務の執行状況について当該執行役

員から適宜報告を受けます。

(2) 当社は、重要な経営課題の審議および意思決定を行う、「経営会議」および

「常務会」等を設け業務執行の迅速化を図ります。

(3) 当社ならびに当社グループ各社は、中期（３年間）および単年度の事業計

画を策定し、各部門およびグループ各社においてその達成のために必要と

される具体的な諸施策を立案し実行いたします。

(4) 当社は、当社「方針管理規定」に基づき当社グループの経営方針を管理す

るとともに、定期的なマネジメント・レビューにより子会社の取締役およ

び執行役員の適切かつ迅速な業務執行を行います。

⑤当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

について

(1) 当社は、当社グループ全社を３つのドメインに分類し、前述のグループ役

員会において当社グループの経営方針の策定、経営資源の配分等を行い、

グループ経営体制の強化を図ります。グループ役員会は、定期的に各ドメ

インの主管会社より各ドメインおよび各社の事業状況の報告を受けており

ます。

(2) 当社は、当社「関係会社管理規定」に基づき子会社の事業状況その他の重

要事項について各社より報告を受け、必要に応じ指導を行います。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役から

の独立性に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

について

(1) 当社は、監査室に当社監査役の職務を補助する従業員を配置いたします。

(2) 当社監査役の職務を補助する従業員の人事および組織変更については、事

前に監査役会または監査役会の定める常勤監査役の同意を得ます。

(3) 当社監査役の職務を補助すべき従業員は、その職務において当社監査役の

指揮命令のもと職務を遂行し、当社取締役の指揮命令は受けません。

⑦当社ならびに子会社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制、
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その他の監査役への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取

扱いを受けないことを確保するための体制について

(1) 当社ならびに子会社の取締役等および従業員は、当社監査役に主な業務執

行状況を適宜適切に報告いたします。また、当社監査役から業務執行に関

する事項につき求められたときは速やかに報告を行います。加えて、法令

違反行為等の当社グループに著しい損害を及ぼす可能性のある事実を発見

したときは直ちに当社監査役に報告を行います。

(2) 当社監査室および関連部門は、当社監査役に対し定期的に当社内部通報窓

口に対する相談状況の報告を行います。

(3) 当社は、当社ならびに子会社の取締役等および従業員が当社監査役へ直接

通報または報告を行える旨を定めた社内規定、ならびに当社監査役に報告

したことを理由として不利な取扱いを受けることのない旨を定めた社内規

定を整備するとともに、当社の取締役等および従業員に対し、この旨を周

知徹底いたします。

⑧監査役の職務執行について生ずる費用または債務の処理に関する方針について

(1) 当社は、当社監査役が職務の執行に際し法令に基づいて費用の支出または

弁済を求めたときは、これを速やかに処理いたします。

(2) 前項に加え、当社監査役会が社外の弁護士等の第三者から助言を求めると

きは、当社はこれに要する費用を負担いたします。

　 ⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について

(1) 当社監査役は、監査の実効性を確保するため、取締役会、常務会等、経営

の重要な意思決定や業務執行の会議に出席するとともに付議資料を事前に

確認いたします。

(2) 当社監査役は、当社監査役会が定めた監査方針、監査計画に従い監査室、

会計監査人および代表取締役と定期的に意見交換を行います。

　 ⑩財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制について

　当社は、金融商品取引法における財務報告の信頼性、適正性を確保するため、

「財務報告に係る内部統制規定」に基づきその仕組みが有効かつ適切に機能する

ことを継続的に評価し、必要な是正措置を実施いたします。

　 ⑪反社会勢力排除に向けた基本的な体制について

　当社は、前述の「私たちが守るべき行動」において反社会勢力との関係断絶

を掲げております。社会の秩序や安全に影響を与える反社会勢力またはこれと

関係のある人や会社とは、関係を持ちません。
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　(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、当社および当社グループの業務の適正を確保するための体制として、

当社取締役会にて決議した「内部統制システムの基本方針」に基づき、コンプラ

イアンス体制ならびにリスクマネジメント体制等の構築および整備を行っており

ます。

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、次

のとおりであります。

　 ①コンプライアンス体制

　当社は、法令ならびに社会規範等の遵守の徹底と運用改善を目的に「CSRコン

プライアンス会議」および「独占禁止法 危機管理・再発防止委員会」を設置

し、それぞれの分野における課題への対応を決定し、当社グループにおけるコ

ンプライアンス体制を強化しております。

　また、遵法意識向上と不正行為防止等を図るため、当社グループ役職員に対

しコンプライアンスに係る社内教育を実施し、グループ内部通報窓口「ミツバ

なんでも相談窓口」を運用することでコンプライアンス体制の実効性を確保す

るとともに、当社グループの行動規範である「私たちが守るべき行動」の全役

職員への配付によって、一人ひとりが日ごろ実践すべき行動の意識づけを行っ

ております。

　 ②リスクマネジメント体制

　当社は、災害リスク対策であるBCP（事業継続計画）活動において、当社「防

災管理規定」に事業継続計画の手順や災害発生時の対応等を記載し、当社グル

ープ内へ展開しております。

　また、BCP以外のリスクとしてはカントリーリスク、品質リスク、労務リスク

および情報漏洩リスク等の経営に重大な影響を及ぼすリスクを洗い出し、優先

順位を決めた上で各部署機能においてリスク低減活動を進めております。

　当社グループの「グループ役員会」は、上記も含めた当社グループのCSR活動

およびリスクマネジメント活動を統括するとともに、各事業ドメインにおける

CSR活動の計画およびその他の課題への対応を決定しております。

　

　 ③取締役の職務執行の状況

　当社は、当社「取締役会規程」に基づき取締役会を月1回以上開催し、法令ま

たは定款に定められた事項および経営上重要な意思決定を実施するとともに、

取締役の職務執行の適法性、適正性および効率性についての監督を行っており

ます。
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　「常務会」「経営会議」等の経営に係る重要な会議には取締役が出席し、執行

役員による職務の執行状況を確認しております。また、これら重要な会議の決

裁書類および議事録等の重要な情報は、当社「文書管理規定」等の社内規定に

基づき適切に保存および管理されております。

　

　 ④内部監査体制

　当社は、業務執行より独立した社長直下の内部監査部門として監査室を設置

しております。監査室は、監査方針および期初監査計画に基づき実施した内部

監査の結果を「監査報告書」にまとめるとともに、指摘事項に対する改善内容

を事後確認し、確実な改善活動の実施等をフォローアップしております。

　 ⑤グループ管理体制

　当社は、子会社における業務の適正を確保するため、当社「関係会社管理規

定」に基づき子会社の事業の状況その他の重要事項について、各子会社より報

告を受ける体制を整えております。

　また、四半期に一度開催される「グループ役員会」にて、コーポレートガバ

ナンスコードに対する各子会社の対応状況や各事業ドメインにおけるCSR活動の

推進についての報告を受けております。

　 ⑥監査役の監査体制

　当社の監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、各取締役の業務の執行

状況を確認するとともに、経営上重要な事項に関する意思決定プロセスについ

ての適法性および妥当性の確認を行っております。

　また、監査役の職務を補助すべき従業員の選定にあたっては、当社は事前に

監査役の同意を得て決定しております。当該従業員は、その職務遂行において、

当社取締役の指揮命令は受けておりません。
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　(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、経営基盤の強化を図りながら、株主の皆様への安定的な利益還元を基

本方針として考えており、業績ならびに配当性向および当社と当社事業環境を取

り巻く諸事情を勘案しながら、適正な配分を行うよう努めてまいります。

　また、内部留保につきましては、財務体質の強化を図りながら、研究開発、設

備投資、海外投資、新規事業投資等に有効に活用し、将来の成長へつなげていく

ことで、株主各位のご支援にお応えしてまいる所存です。

　なお、当事業年度の期末配当金につきましては、当期の業績を勘案し、平成28

年５月11日開催の取締役会にて１株あたり普通配当14円に、創立70周年記念配当

４円を加え、合計18円と決議いたしました。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及 び 売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエ ア 仮 勘 定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

退職給付に 係 る 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

192,550

68,663

56,164

200

42,930

4,671

20,058

△137

122,308

75,567

19,565

33,842

4,517

6,468

2,183

8,989

7,135

3,335

1,923

1,877

39,605

25,088

2,578

1,044

426

8,204

2,422

△159

流 動 負 債 129,493

支払手形及 び 買 掛 金 31,728

短 期 借 入 金 55,144

リ ー ス 債 務 2,025

未 払 金 21,699

未 払 費 用 2,645

未 払 法 人 税 等 1,362

賞 与 引 当 金 4,498

役 員 賞 与 引 当 金 55

製 品 保 証 引 当 金 2,510

損害補償損失等引当金 2,145

そ の 他 5,677

固 定 負 債 95,058

長 期 借 入 金 82,141

リ ー ス 債 務 2,505

長 期 未 払 金 5,785

繰 延 税 金 負 債 3,075

退職給付に 係 る 負 債 1,419

そ の 他 130

負 債 合 計 224,551

純 資 産 の 部

株 主 資 本 72,618

資 本 金 9,885

資 本 剰 余 金 15,598

利 益 剰 余 金 47,735

自 己 株 式 △600

その他の包括利益累計額 3,395

その他有価証券評価差額金 2,350

為 替 換 算 調 整 勘 定 1,785

退職給付に係る調整累計額 △740

非 支 配 株 主 持 分 14,293

純 資 産 合 計 90,307

資 産 合 計 314,859 負 債 及 び 純 資 産 合 計 314,859
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 333,232

売 上 原 価 279,743

売 上 総 利 益 53,488

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 30,598

営 業 利 益 22,889

営 業 外 収 益

受 取 利 息 518

受 取 配 当 金 432

賃 貸 料 69

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 780

そ の 他 873 2,674

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,320

為 替 差 損 3,735

賃 貸 料 原 価 284

そ の 他 604 5,945

経 常 利 益 19,619

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 56

投 資 有 価 証 券 売 却 益 28

そ の 他 41 125

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 24

固 定 資 産 除 却 損 772

減 損 損 失 20

取 引 調 査 関 連 損 失 752

損 害 補 償 損 失 等 引 当 金 繰 入 額 196

そ の 他 249 2,015

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 17,729

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,519

法 人 税 等 調 整 額 481 7,001

当 期 純 利 益 10,728

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,210

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 8,518
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 9,885 15,719 39,843 △599 64,849

当 期 変 動 額

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 － △121 － － △121

剰 余 金 の 配 当 － － △626 － △626

親会社株主に帰属する当期純利益 － － 8,518 － 8,518

自 己 株 式 の 取 得 － － － △1 △1

自 己 株 式 の 処 分 － 0 － 0 0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － △120 7,891 △1 7,769

当 期 末 残 高 9,885 15,598 47,735 △600 72,618

　

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 4,449 6,990 3,054 14,495 14,112 93,456

当 期 変 動 額

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 － － － － － △121

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △626

親会社株主に帰属する当期純利益 － － － － － 8,518

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △1

自 己 株 式 の 処 分 － － － － － 0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△2,098 △5,205 △3,794 △11,099 181 △10,918

当 期 変 動 額 合 計 △2,098 △5,205 △3,794 △11,099 181 △3,149

当 期 末 残 高 2,350 1,785 △740 3,395 14,293 90,307
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貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

立 替 金

貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエ ア 仮 勘 定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 入 金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

103,465

36,225

1,524

42,800

100

2,300

868

3,467

238

7,604

792

4,671

2,861

16

△8

109,159

20,792

3,763

158

7,788

51

702

2,465

1,332

4,528

4,841

63

2,975

1,755

47

83,526

14,166

58,109

1

2,551

529

34

7,657

618

△141

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

損害補償損失等引当金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

長 期 未 払 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

87,449

660

15,357

27,700

13,080

1,088

20,946

537

91

13

147

3,008

36

2,208

2,145

426

83,262

74,083

349

5,677

3,116

35
負 債 合 計 170,711

純 資 産 の 部
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

償却資産圧縮積立金

特 別 償 却 準 備 金

買換資産圧縮積立金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

39,762

9,885

16,598

16,597

1

13,879

1,235

12,644

21

3

6

13,980

△1,367

△600

2,151

2,151
純 資 産 合 計 41,914

資 産 合 計 212,625 負 債 及 び 純 資 産 合 計 212,625
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損 益 計 算 書

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 146,902

売 上 原 価 132,496

売 上 総 利 益 14,405

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,502

営 業 利 益 2,902

営 業 外 収 益

受 取 利 息 123

受 取 配 当 金 5,201

賃 貸 料 273

そ の 他 767 6,367

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,025

為 替 差 損 1,533

賃 貸 料 原 価 205

そ の 他 185 2,950

経 常 利 益 6,319

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5

投 資 有 価 証 券 売 却 益 28

国 庫 補 助 金 15

そ の 他 11 60

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 4

固 定 資 産 除 却 損 695

減 損 損 失 9

取 引 調 査 関 連 損 失 752

損 害 補 償 損 失 等 引 当 金 繰 入 額 196

そ の 他 224 1,882

税 引 前 当 期 純 利 益 4,497

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,394

法 人 税 等 調 整 額 539 1,934

当 期 純 利 益 2,563

― 29 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月25日 18時27分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



株主資本等変動計算書

（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

償却資産
圧縮積立金

特別償却
準 備 金

買換資産
圧縮積立金

当 期 首 残 高 9,885 16,597 0 16,598 1,235 22 13 6

当 期 変 動 額

償却資産圧縮積立金の取崩 － － － － － △0 － －

特別償却準備金の取崩 － － － － － － △10 －

買換資産圧縮積立金の積立 － － － － － － － 0

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － － －

当 期 純 利 益 － － － － － － － －

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － － －

自 己 株 式 の 処 分 － － 0 0 － － － －

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0 － △0 △10 0

当 期 末 残 高 9,885 16,597 1 16,598 1,235 21 3 6

株 主 資 本
評 価 ・ 換
算 差 額 等

純 資 産
合 計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 13,980 △3,315 11,942 △599 37,826 4,206 42,033

当 期 変 動 額

償却資産圧縮積立金の取崩 － 0 － － － － －

特別償却準備金の取崩 － 10 － － － － －

買換資産圧縮積立金の積立 － △0 － － － － －

剰 余 金 の 配 当 － △626 △626 － △626 － △626

当 期 純 利 益 － 2,563 2,563 － 2,563 － 2,563

自 己 株 式 の 取 得 － － － △1 △1 － △1

自 己 株 式 の 処 分 － － － 0 0 － 0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － － △2,055 △2,055

当 期 変 動 額 合 計 － 1,948 1,937 △1 1,936 △2,055 △118

当 期 末 残 高 13,980 △1,367 13,879 △600 39,762 2,151 41,914
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月10日

株式会社ミツバ
　取締役会 御中

新 宿 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 末 益 弘 幸 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 信 行 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ミツバの平成27年４月１日から

平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社ミツバ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間

の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月10日

株式会社ミツバ
　取締役会 御中

新 宿 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 末 益 弘 幸 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 信 行 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ミツバの平成27年４月１

日から平成28年３月31日までの第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ

の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細

書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年4月1日から平成28年3月31日までの第71期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企
業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容
及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、
財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新宿監査法人から当
該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は

認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人新宿監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　 会計監査人新宿監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成28年５月11日

株式会社 ミツバ 監査役会

監査役(常勤) 小 林 幸 治 ㊞

監査役(常勤) 三 橋 輝 英 ㊞

監 査 役 藤 原 晃 ㊞

監 査 役 星 野 陽 司 ㊞

(注) 1. 監査役藤原晃及び監査役星野陽司は、会社法第2条第16号及び第335条第

3項に定める社外監査役であります。

2. 社外監査役星野陽司は、平成28年5月6日社外監査役塚越紀隆氏の逝去に

伴い、補欠監査役より監査役に就任いたしました。その就任以前の監査

事項については、他の監査役から報告を受け、資料を閲覧する等の方法

により監査いたしました。

以 上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

（１）平成27年５月１日に施行された「会社法の一部を改正する法律（平成26年

法律第90号）」により、新たに監査等委員会設置会社への移行が可能となり

ました。

　 取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンス体制の更なる充

実を図ることを目的として監査等委員会設置会社へと移行したく、監査等

委員会および監査等委員に関する規定の新設ならびに監査役会および監査

役に関する規定の削除等を行うものであります。

（２）一部表記の変更と字句の統一を行うものであります。

（３）その他、上記の変更に伴い、必要な条数等の変更を行うものであります。

２．変更の内容

変更の内容は以下のとおりであります。

なお、本議案における定款変更については、本総会終結の時をもって効力が発

生するものといたします。

　（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

(単元未満株式の売渡請求)

第8条 当会社の単元未満株式を有する株主

は、その有する単元未満株式の数と

併せて単元株式数となる数の株式を

売り渡すこと（以下、「買増し」と

いう。）を当会社に請求することが

できる。

(単元未満株式の売渡請求)

第8条 当会社の単元未満株式を有する株主

は、その有する単元未満株式の数と

併せて単元株式数となる数の株式を

売り渡すこと（以下、「買増し」と

いう。）を当会社に請求することが

出来る。

（略）

(株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供)

第13条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、計算

書類及び連結計算書類に記載又は表

示をすべき事項に係る情報を、法務

省令に定めるところに従いインター

ネットを利用する方法で開示するこ

とにより、株主に対して提供したも

のとみなすことができる。

(株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供)

第13条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、計算

書類及び連結計算書類に記載又は表

示をすべき事項に係る情報を、法務

省令に定めるところに従いインター

ネットを利用する方法で開示するこ

とにより、株主に対して提供したも

のとみなすことが出来る。
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現 行 定 款 変 更 案

(招集者及び議長)

第14条 (条文省略)

(招集権者及び議長)

第14条 (現行どおり)

（略）

(員 数)

第18条 当会社の取締役は、20名以内とする。

(員 数)

第18条 当会社の取締役（監査等委員である

取締役を除く。）は、10名以内とす

る。
(新 設) 2.当会社の監査等委員である取締役

（以下、「監査等委員」という。）は8

名以内とする。
(選 任)

第19条 取締役は、株主総会の決議により選

任する。

(選 任)

第19条 取締役は、監査等委員とそれ以外の

取締役とを区別して株主総会の決議

において選任する。
(新 設) 2.法令又は本定款に定める監査等委

員の員数を欠くことになる場合に備

えて、株主総会においてあらかじめ

監査等委員の補欠者（以下、「補欠

者」という。）を選任することが出

来る。
2.前項の選任決議は、議決権を行使

することが出来る株主の議決権の3

分の1以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもってこれを

行う。

3.前二項の選任決議は、議決権を行

使することが出来る株主の議決権の

3分の1以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもってこれを

行う。
(新 設) 4.補欠者の選任の効力は、当該決議

後2年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会

の開始の時までとする。
3.取締役の選任決議は累積投票によ

らないものとする。

5.取締役の選任決議は累積投票によ

らないものとする。
(任 期)

第20条 取締役の任期は、選任後1年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会終結の時までと

する。

(任 期)

第20条 取締役（監査等委員を除く。）の任期

は、選任後1年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時

株主総会終結の時までとする。
(新 設) 2.監査等委員の任期は、選任後2年

以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会終結の

時までとする。
(新 設) 3.任期の満了前に退任した監査等委

員の補欠として選任された監査等委

員の任期は、退任した監査等委員の

任期の満了する時までとする。
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現 行 定 款 変 更 案

(代表取締役、役付取締役、相談役及び顧問)

第21条 取締役会は、その決議により、代表

取締役を選定する。

(代表取締役、役付取締役、相談役及び顧問)

第21条 取締役会は、その決議により、取締

役（監査等委員を除く。）の中から

代表取締役を選定する。
2.(条文省略) 2.(現行どおり)

3.取締役会の決議により、取締役中

から会長、社長及び副社長各1名、

専務取締役及び常務取締役各若干名

を置くことが出来る。

3.取締役会の決議により、取締役

（監査等委員を除く。）の中から会

長、社長及び副社長各1名、専務取

締役及び常務取締役各若干名を置く

ことが出来る。
4.(条文省略) 4.(現行どおり)

(取締役会の招集者及び議長)

第22条 (条文省略)

(取締役会の招集権者及び議長)

第22条 (現行どおり)
2.(条文省略) 2.(現行どおり)

(新 設) 3.前二項にかかわらず、監査等委員

会が選定する監査等委員は、取締役

会を招集することが出来る。
(取締役会の招集)

第23条 取締役会の招集通知は、各取締役及

び各監査役に対し、会日の3日前ま

でにこれを発するものとする。

但し、緊急の場合にはこの期間を

短縮することが出来る。

(取締役会の招集通知)

第23条 取締役会の招集通知は、各取締役に

対し、会日の3日前までにこれを発

するものとする。

但し、緊急の場合にはこの期間を

短縮することが出来る。
2.取締役会は、取締役及び監査役全

員の同意がある場合は、招集の手続

きを経ないで開催することが出来

る。

2.取締役会は、取締役全員の同意が

ある場合は、招集の手続きを経ない

で開催することが出来る。

(取締役会の決議の方法)

第24条 (条文省略)

(取締役会の決議の方法)

第24条 (現行どおり)
2.当会社は、取締役会の決議事項に

ついて取締役の全員（当該決議事項

の議決に加わることが出来る者に限

る。）が書面又は電磁的記録により

同意の意思表示をした場合は当該決

議事項を可決する旨の取締役会決議

があったものとみなす。

但し、監査役が異議を述べた場合

についてはこの限りではない。

2.当会社は、取締役会の決議事項に

ついて取締役の全員（当該決議事項

の議決に加わることが出来る者に限

る。）が書面又は電磁的記録により

同意の意思表示をした場合は当該決

議事項を可決する旨の取締役会決議

があったものとみなす。
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現 行 定 款 変 更 案

3.当会社は、会社法第362条第4項第

1号及び第2号に掲げる事項の取締役

会の決議については、あらかじめ選

定した取締役のうち、議決に加わる

ことが出来る者の過半数が出席し、

その過半数をもって行うことが出来

る。

(削 除)

(新 設) (取締役への重要な業務執行の決定の委任)

第25条 当会社は、会社法第399条の13第6項

の規定により、取締役会の決議によ

って重要な業務執行（同条第5項各

号に掲げる事項を除く。）の決定の

全部又は一部を取締役に委任するこ

とが出来る。
第25条 (条文省略) 第26条 (現行どおり)

(報酬等)

第26条 取締役の報酬、賞与その他職務執行

の対価として当会社から受ける財産

上の利益（以下報酬等という。）は、

株主総会の決議でこれを定める。

(報酬等)

第27条 取締役の報酬、賞与その他職務執行

の対価として当会社から受ける財産

上の利益（以下、「報酬等」とい

う。）は、監査等委員とそれ以外の

取締役とを区別して株主総会の決議

によって定める。
第27条 (条文省略) 第28条 (現行どおり)

第28条 (条文省略) 第29条 (現行どおり)

第6章 監査役及び監査役会
(監査役及び監査役会の設置)

第29条 当会社は監査役及び監査役会を置

く。

(削 除)

(員 数)

第30条 当会社の監査役は、5名以内とする。

(削 除)

(選 任)

第31条 監査役は、株主総会の決議により選

任する。

(削 除)

2.前項の選任決議は、議決権を行使

することが出来る株主の議決権の3

分の1以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもってこれを

行う。

(削 除)

3.当会社は、会社法第329条第3項の

規定に基づき、法令に定める監査役

の員数を欠くことになる場合に備え

て、株主総会において補欠監査役を

選任することができる。

(削 除)
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現 行 定 款 変 更 案

4.前項の補欠監査役の選任に係る決

議が効力を有する期間は、当該決議

後4年以内に終了する最終事業年度

に関する定時株主総会の開始の時ま

でとする。

(削 除)

(任 期)

第32条 監査役の任期は、選任後4年以内に

終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時株主総会終結の時まで

とする。

(削 除)

2.補欠として選任された監査役及び

前条第3項により選任された補欠監

査役の任期は、退任した監査役の任

期の満了する時までとする。

(削 除)

(常勤監査役)

第33条 監査役会は、その決議により常勤の

監査役を選定する。

(削 除)

(監査役会の招集)

第34条 監査役会の招集通知は、各監査役に

対し、会日の3日前までにこれを発

するものとする。

但し、緊急の場合にはこの期間を

短縮することが出来る。

(削 除)

2.監査役会は、監査役全員の同意が

ある場合は、招集の手続きを経ない

で開催することが出来る。

(削 除)

(監査役会の決議の方法)

第35条 監査役会の決議の方法は、法令に別

段の定めある場合を除き、監査役の

過半数をもってこれを行う。

(削 除)

(監査役会規程)

第36条 監査役会に関する事項については、

法令又は本定款に定めるものの他、

監査役会において定める監査役会規

程による。

(削 除)

(報酬等)

第37条 監査役の報酬等は、株主総会の決議

でこれを定める。

(削 除)

(責任免除)

第38条 当会社は、取締役会の決議により、

監査役（監査役であった者を含む。）

の会社法第423条第1項の賠償責任に

ついて法令に定める要件に該当する

場合には、賠償責任額から法令に定

める最低責任限度額を控除して得た

額を限度として免除することが出来

る。

(削 除)
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現 行 定 款 変 更 案

2.当会社は、監査役との間で、会社

法第423条第1項の賠償責任について

法令に定める要件に該当する場合に

は、賠償責任を限定する契約を締結

することが出来る。

但し、当該契約に基づく賠償責任

の限度額は、法令の定める最低責任

限度額とする。

(削 除)

(新 設) 第6章 監査等委員会
(監査等委員会の設置)

第30条 当会社は監査等委員会を置く。
(新 設) (常勤の監査等委員)

第31条 監査等委員会は、その決議によって

常勤の監査等委員を選定することが

出来る。
(新 設) (監査等委員会の招集通知)

第32条 監査等委員会の招集通知は、会日の

3日前までに各監査等委員に対して

発するものとする。

但し、緊急の場合にはこの期間を

短縮することが出来る。
(新 設) 2.監査等委員全員の同意があるとき

は招集の手続きを経ないで監査等委

員会を開催することが出来る。
(新 設) (監査等委員会の決議の方法)

第33条 当会社の監査等委員会の決議は、議

決に加わることが出来る監査等委員

の過半数が出席し、その過半数をも

って行う。
(新 設) (監査等委員会規定)

第34条 当会社の監査等委員会に関する事項

は、法令又は本定款の他、監査等委

員会において定める監査等委員会規

定による。
第39条～第41条 (条文省略) 第35条～第37条 (現行どおり)

(報酬等)

第42条 会計監査人の報酬等は、代表取締役

が監査役会の同意を得てこれを定め

る。

(報酬等)

第38条 会計監査人の報酬等は、代表取締役

が監査等委員会の同意を得てこれを

定める。
第43条～第45条 (条文省略) 第39条～第41条 (現行どおり)
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現 行 定 款 変 更 案

(新 設) 附則

(監査役の責任免除に関する経過措置)

1.当会社は、第71回定時株主総会終

結前の行為に関する会社法第423条

第1項所定の監査役（監査役であっ

た者を含む。）の損害賠償責任を、

法令の限度において、取締役会の決

議によって免除することが出来る。

2.第71回定時株主総会前の社外監査

役（社外監査役であった者を含む。）

の行為に関する会社法第423条第1項

の賠償責任を限定する契約について

は、なお同定時株主総会の決議によ

る変更前の定款第38条2項の定める

ところによる。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

取締役全員（７名）は、本定時株主総会の終結の時をもって任期満了となります。

また、当社は第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等

委員会設置会社へ移行いたします。

つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名の選任をお願いす

るものであります。

なお、本議案に係る決議の効力は、第１号議案に係る定款変更の効力の発生を条

件として生じるものであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は、次のとおりであります。

　
　 取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

１

日　野
ひ の

　 昇
のぼる

(昭和12年11月27日生)

昭和37年４月 日立工機㈱入社

279,429株

昭和41年６月 当社入社
昭和51年２月 当社取締役に就任
昭和54年６月 当社常務取締役に就任
昭和56年６月 当社専務取締役に就任
昭和60年６月 当社代表取締役副社長に就任
昭和63年６月 当社代表取締役社長に就任
平成19年６月 当社代表取締役会長に就任

現在に至る
【選任理由】

　豊富な経営経験を有し、会長として経営の効率性と公正性を確保するコーポレート・ガ
バナンス体制の構築を進めており、引き続き当社グループの経営への貢献を期待できるこ
とから、取締役として選任をお願いするものです。

２

長　瀬　裕　一
なが せ ゆう いち

(昭和29年１月６日生)

昭和51年４月 当社入社

19,300株

平成17年４月 当社執行役員に就任
平成24年４月 当社常務執行役員に就任
平成25年４月 当社社長執行役員に就任

現在に至る
平成25年６月 当社代表取締役社長に就任

現在に至る
平成26年４月 当社経営企画管掌、情報システム管

掌、営業管掌
現在に至る

【選任理由】

　豊富な経営経験を有し、社長としてリーダーシップを発揮しており、引き続き当社グル
ープの経営への貢献を期待できることから、取締役として選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

３

高　橋　良　和
たか はし よし かず

(昭和26年10月22日生)

昭和50年４月 当社入社

19,900株

平成16年１月 当社執行役員に就任
平成20年６月 当社取締役執行役員に就任
平成23年４月 当社取締役常務執行役員に就任
平成24年４月 当社取締役専務執行役員に就任
平成27年４月 当社事業統括

現在に至る
平成27年６月 当社代表取締役専務執行役員に就任

現在に至る
【選任理由】

　当社グループにおいて主に事業・開発・購買に精通し、将来の商品開発の推進に不可欠
な能力を有していることから、その能力・経験等を当社グループの経営に活かすため、取
締役として選任をお願いするものです。

４

三　田　賢　一
み た けん いち

(昭和24年３月31日生)

昭和47年３月 当社入社

20,210株

平成16年１月 当社執行役員に就任
平成20年６月 当社取締役執行役員に就任
平成23年４月 当社取締役常務執行役員に就任
平成23年４月 当社総務・人事統括、財務統括

現在に至る
平成25年４月 当社取締役専務執行役員に就任
平成27年６月 当社代表取締役専務執行役員に就任

現在に至る
（重要な兼職の状況）
㈱オフィス・アドバン代表取締役社長
㈱ミツバアビリティ代表取締役社長

【選任理由】

　当社グループにおいて主に経理および人事分野に精通し、財務および人事施策の推進に
不可欠な能力を有していることから、その能力・経験等を当社グループの経営に活かすた
め、取締役として選任をお願いするものです。

５

阿久戸　庸　夫
あ く と つね お

(昭和19年９月13日生)

昭和46年８月 当社入社

32,010株

平成６年６月 当社取締役に就任
平成９年６月 当社常務取締役に就任
平成14年６月 当社専務取締役に就任
平成15年６月 当社代表取締役専務に就任
平成18年６月 当社代表取締役専務執行役員に就任
平成19年６月 当社代表取締役社長に就任
平成25年６月 当社取締役相談役に就任

現在に至る
【選任理由】

　豊富な経営経験を有し、当社グループにおいて主に研究開発・品質分野に精通し、その
能力・経験等を当社グループの経営に活かすため、取締役として選任をお願いするもので
す。

(注) １．候補者三田賢一氏は、㈱オフィス・アドバンの代表取締役であり、同社は当社との間で業
務委託および資金の貸付の取引関係があります。

２．候補者三田賢一氏は、㈱ミツバアビリティの代表取締役であり、同社は当社との間で業務
委託および労働者派遣および不動産賃貸借の取引関係があります。

３．その他の各候補者と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。
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第３号議案　監査等委員である取締役５名選任の件

当社は第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員会

設置会社へ移行いたします。

つきましては、監査等委員である取締役５名の選任をお願いするものであります。

また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

なお、本議案に係る決議の効力は、第１号議案に係る定款変更の効力の発生を条

件として生じるものであります。

監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

　
　 監査等委員である取締役候補者

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

１

小
こ

　林
ばやし

　幸　治
こう じ

(昭和28年２月26日生)
※

昭和51年４月 当社入社

13,700株
平成18年４月 当社執行役員に就任
平成26年６月 当社監査役に就任

現在に至る
【選任理由】

　当社事業全体における豊富な経験があり、当社の取締役（監査等委員）としてふさわし
い経験と能力を有し、当社ガバナンス体制の強化に活かしていただくため、監査等委員で
ある取締役として選任をお願いするものです。

２

三　橋　輝　英
みつ はし てる ひで

(昭和38年10月13日生)
※

昭和61年４月 ㈱横浜銀行入行

400株
平成27年６月 当社入社
平成27年６月 当社監査役に就任

現在に至る
【選任理由】

　金融機関の業務を通じた豊富な経験・実績・見識と、企業会計に関する豊富な知識を有
し、当社ガバナンス体制の強化に活かしていただくため、監査等委員である取締役として
選任をお願いするものです。

３

藤　原
ふじ わら

　 晃
あきら

(昭和22年３月22日生)
※

昭和47年４月 弁護士登録

4,700株平成20年６月 当社監査役に就任
現在に至る

【選任理由】
　業務執行を行う経営陣から独立した客観的立場にあり、長年の弁護士として培われてき
た法律知識を有し、当社ガバナンス体制の強化に活かしていただくため、監査等委員であ
る取締役（社外取締役）として選任をお願いするものです。
　また、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として会社法務に
精通しており、会社経営を統轄する充分な見識を有されていることから、監査等委員であ
る取締役（社外取締役）としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

４

葉　山
は やま

　 孝
たかし

(昭和22年11月12日生)
※

昭和45年３月 日本生命保険相互会社入社

0株

平成14年４月 あずさ監査法人入社
平成17年３月 公認会計士葉山孝事務所 代表

現在に至る
(重要な兼職の状況)
公認会計士葉山孝事務所 代表

【選任理由】

　業務執行を行う経営陣から独立した客観的立場にあり、公認会計士として企業会計およ
び経営に関する豊富な経験と知識を有し、当社ガバナンス体制の強化に活かしていただく
ため、監査等委員である取締役（社外取締役）として選任をお願いするものです。

５

前　原　和　弘
まえ はら かず ひろ

(昭和39年９月28日生)
※

昭和63年４月 ㈱横浜銀行入行

0株

平成24年11月 同行蒲田支店長
平成27年４月 同行ブロック支援部営業本部事務局

長
平成28年４月 同行執行役員リスク統括部長

現在に至る
【選任理由】

　業務執行を行う経営陣から独立した客観的立場にあり、金融機関の業務を通じた豊富な
経験と知識を有し、当社ガバナンス体制の強化に活かしていただくため、監査等委員であ
る取締役（社外取締役）として選任をお願いするものです。

(注) １．※は新任の監査等委員である取締役の候補者であります。
２．各候補者と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。
３．藤原 晃氏、葉山 孝氏、前原和弘氏の３氏は、いずれも社外取締役候補者であります。

①社外取締役候補者とした理由につきましては、上記の「選任理由」に記載のとおりであ
ります。

②藤原 晃氏の社外監査役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって８年とな
ります。

③当社は、藤原 晃氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ております。なお、本議案が承認可決された場合には、同氏に加え、葉山 孝氏を
含めた両氏を独立役員として届け出る予定であります。

④いずれの候補者も、過去５年間に当社または当社の特定関連事業者の業務執行者となっ
たことはありません。また、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割もしくは事業の譲
受けにより当社が権利義務を承継した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行
者であったことはありません。

⑤いずれの候補者も、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受
ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

⑥いずれの候補者も、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者の配偶者、三親等以
内の親族その他これに準ずるものではありません。

⑦現在、当社と藤原 晃氏との間に会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を
締結しており、当該契約に基づく賠償限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任
限度額としております。また、同氏の選任が承認可決された場合、同様の内容の契約を
継続する予定であります。

　また、本議案が原案どおり承認可決された場合、当社は、葉山 孝氏、前原和弘氏の両氏
との間で責任限定契約を締結する予定です。
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第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

当社は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社に移行いたします。

つきましては、監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場

合に備え、補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。

また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

なお、本議案に係る決議の効力は、第１号議案に係る定款変更の効力の発生を条

件として生じるものであります。

補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

　 補欠の監査等委員である取締役候補者

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 数

松　枝
まつ えだ

　 幹
みき

(昭和29年２月２日生)

平成20年11月 太陽印刷工業㈱代表取締役に就任

0株
現在に至る

(重要な兼職の状況)
太陽印刷工業㈱代表取締役社長

(注) １．候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
２．松枝 幹氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３．候補者松枝 幹氏は、企業経営の豊富な経験や幅広い知識と見識を活かして、当社の経営全

般を監視する役割を担っていただきたく、補欠の社外取締役として選任をお願いするもの
であります。

４．候補者松枝 幹氏が社外取締役に就任した場合には、当社は同氏との間で会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定で
あります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低
責任限度額といたします。
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第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額決定の件

当社は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社に移行いたします。

当社の取締役の報酬額は、平成25年６月21日開催の第68回定時株主総会において、

年額420百万円以内と決議いただき今日に至っておりますが、監査等委員会設置会社

への移行に伴い、これを廃止したうえで新たに監査等委員以外の取締役の報酬額を

定めることとし、その報酬額を、これまでの取締役の報酬および昨今の経済情勢等

諸般の事情も考慮して、年額600百万円以内とさせていただきたいと存じます。

また、監査等委員以外の取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分の給

与は含まないものといたしたいと存じます。

現在の取締役は７名であり、本議案に係る監査等委員以外の取締役の員数は、第

１号議案および第２号議案が原案どおり承認可決されますと、５名となります。

なお、本議案に係る決議の効力は、第１号議案に係る定款変更の効力の発生を条

件として生じるものであります。

　
第６号議案 監査等委員である取締役の報酬等の額決定の件

当社は、第１号議案「定款一部変更の件」の承認可決を条件として、監査等委員

会設置会社に移行いたします。

つきましては、昨今の経済情勢等諸般の事情も考慮して、監査等委員である取締

役の報酬額を年額80百万円以内とさせていただきたいと存じます。

本議案に係る監査等委員である取締役の員数は、第１号議案および第３号議案が

原案どおり承認可決されますと５名となります。

なお、本議案に係る決議の効力は、第１号議案に係る定款変更の効力の発生を条

件として生じるものであります。

以 上
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東武桐生線
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ビル

会場

本町五丁目

中通り大橋神明

ガソリン
スタンド
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桐生市役所
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センター
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毛
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Ｒ
１
２
２

渡
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太
田

至
日
光

Ｒ
５
０

株主総会会場ご案内図

場 所　 群馬県桐生市広沢町一丁目2789番地１

　 株式会社ミツバ ミツバビル７階ホール

　 電話 0277－52－0111（代表）

最寄り駅 東武桐生線 新桐生駅より 徒歩10分

　 ＪＲ両毛線 桐生駅より タクシーにて６分

　

最寄ＩＣ 北関東自動車道 太田桐生ＩＣより 15分

　 北関東自動車道 太田藪塚ＩＣより 20分
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